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（２）　Department of Health, Swine Flu H1N1  Updated Guidance for mental health
services in England, 2009.（イギリス保健省のホームページ [http://www.dh.gov.
uk]で入手可能）。
（３）　Department of Health, Seasonal Flu 2010/11 in prisons and other closed






精神医療のガイダンス改訂版」（Department Health, Swine Flu




























































































































































は勃発に対する対応のガイダンス」（Guidance on responding to
cases or outbreaks of Seasonal Flu 2010/11 in prisons and other
closed institutions within the criminal justice system in England.）
（2010年12月22日）の概要




























































































































（11）　Department of Health, Pandemic Influenza: Psychosocial care for NHS staff 
during an influenza pandemic, 2009.
（12）　我が国では、2009年に流行した豚由来のインフルエンザを新型インフル
エンザと呼んでいるが、イギリスでは、豚インフルエンザ（swine influenza）
と表記するのが通例である。
（13）　近藤克則・前掲書（註５）78頁、森臨太郎・前掲書（註５）101頁以下参照。
３．我が国の課題
我が国の刑事施設における感染症対策の基本は、刑事収容施設法64条
において、以下のように定められている。「刑事施設の長は、刑事施設内
における感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があ
る場合には、被収容者に対し、第61条の規定による健康診断又は第62条
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の規定による診療その他必要な医療上の措置を執るほか、予防接種、当該
疾病を感染させるおそれがなくなるまでの間の隔離その他法務省令で定め
る措置を執るものとする」。そして、施行規則31条は、法務省令で定める
措置として、「①感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがある
飲食物、衣類その他の物品についての消毒、廃棄その他病原体の繁殖及び
飛散を防止する措置、②作業を行わせないこと、③入浴又は調髪を行わせ
ないこと」を示している。とはいえ、このように、いずれも一般的なもの
であって、それを超えるものは示されていない
（14）
。
インフルエンザのパンデミックに関しては、政府の「新型インフルエン
ザ行動計画」に従って、各省庁が対策を講じており、法務省も、2010年
10月に「対処方針」の概要を公開している
（15）
が、対処方針の目的は、（法務
省の）機能を維持し、必要な業務を継続することであり、イギリスの保健
省が示しているような具体的な方策の提示は少数にとどまっている。たと
えば、インフルエンザの蔓延期においては、「最大限約40％程度の職員が
（インフルエンザの）罹患等により欠勤するものと仮定」されているし、
「新型インフルエンザの様症状がある職員等に対しては、病気休暇の取得
及び外出自粛の徹底」が要請されているが、それ以外の提案・助言・勧告
などは行われていない。部内では、ある程度の対策が立てられているかも
しれないが、イギリスのように国民に公開されていないようである。
精神科閉鎖病棟の場合は、入院患者の衛生管理能力が低いことがあるの
で、タバコや飲食物を共有することも散見される。また、病気のために、
自覚症状を的確に表現することが難しく、意思の疎通が困難であることか
ら、行動制限への協力が得られにくいという事態も生じる。そのようなと
きは、強制的な行動制限＝身体的拘束・隔離が実行されることになるが、
治療に当たるスタッフからは、「倫理的ジレンマが生じるケースもあっ
た」という報告が行われている
（16）
。
患者の行動制限については、精神保健福祉法36条が「精神病院の管理
者は、入院中の者につき、その医療又は保護に欠くことのできない限度に
おいて、その行動について必要な制限を行うことができる」と定めてお
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り、「患者の病状又は状態像に応じて合理的と認められる必要最小限の範
囲内で行われる必要がある。行動制限を行うに当たっては、患者にできる
限り説明した上で制限を行うよう努めるとともに、病状又は状態像に応じ
て最も制限の少ない方法により行われなければならない
（17）
」とされている。
そして、厚生省の告示では、身体拘束の行われる場合として、①自殺企図
又は自傷行為が著しく切迫している場合、②多動又は不穏が顕著である場
合、③精神障害のために、そのまま放置すれば患者の生命にまで危険が及
ぶおそれがある場合が挙げられている
（18）
。ここで新型インフルエンザのパン
デミック時のことが想定されているわけではないが、比較的類似のものと
しては、患者の「便を壁に塗りたくるあるいは便器内の水を飲むなどの著
しい不潔行為」に対して、「本人が様々な感染症に罹患する危険性、病棟
内の衛生の著しい低下による院内感染」を防止するために、身体拘束を行
うことが考えられる。これについて、判例には、前掲告示に従って、「（便
を周囲に塗りたくるなどの）器物破損行為等は、隔離の理由とはなり得て
も、原則として拘束の理由とはならない」としたもの
（19）
があるが、この判決
に対して、精神医療側からは、「医学の常識からみれば、自他への感染の
危険といった科学的視点の欠落した判決」として、厳しい批判が示されて
いる
（20）
。
いずれにせよ、精神医療や拘禁処遇に関しては、ここで紹介したイギリ
ス保健省の文書から明らかなように、対応の際の原則を明確にし、情報の
共有を図ることが肝要である。改めて、それらをまとめると以下のように
なろう。第１に、できる限り、通常と同様の医療の提供・維持を図るべき
である。第２に、スタッフの教育・研修が必要である。インフルエンザに
関する症状などの基礎知識や、抗インフルエンザ薬の特徴、ワクチンの優
先順位
（21）
、危険群、インフルエンザが精神障害に与える影響などを学んでお
かなければならない。第３に、閉鎖された環境では、感染の確率は高くな
るのであるから、患者の身体拘束・隔離や面会の制限などを具体的に考え
ておくべきであろう。そして、その際には可能な限り患者の同意を得るこ
とを心がける必要がある。第４に、外部の医療機関や行政機関との連携も
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重要である。強制的に収容されている精神科患者や受刑者を外部の施設に
移送することは容易ではないが、万一の場合に備えておかなければなら
ない。
最後に、情報の公開という問題に触れておきたい。2009年８月に参観
した国内のある刑務所では、居室や工場内に立ち入ることを認められず、
入所時にマスクの着用と手指の消毒を要請された。感染症の蔓延は、精神
病院の閉鎖病棟や刑務所などの閉鎖施設にとって危機的な問題であるか
ら、当然、当該施設では相応の対策が講じられていると思われる。しかし
ながら、我が国では、それに関する全般的な情報は公開されていない。イ
ギリスのように、情報が公開されれば、様々な専門家の評価を受けること
も可能となり、対策の改善が期待される。また、それ以外の類似の機関に
とっては、対策を講じる際に参考となることは疑いない。また、国民一般
に対しても、国や地方自治体が適切な対応を図っていることが伝わるの
で、感染症全般の知識の普及に役立つと同時に、障害者や受刑者の人権が
守られていることが国民に理解できるという点も見逃してはならない。
註
（14）　林眞琴・北村篤・名取俊也「逐条解説　刑事収容施設法」（2010年）260–
265頁、鴨下守孝「受刑者処遇読本」（2010年）98–99頁参照。
（15）　法務省のホームページ（http://www.moj.go.jp）から入手が可能である。
（16）　佐原利幸・渡嘉敷智賀子・耒田善彦「感染防止をとることが難しい患者へ
の対応～精神科閉鎖病棟での新型インフルエンザアウトブレイクを経験し
て～」日本環境感染学会誌26巻１号35–39頁。
（17）　精神保健福祉研究会監修「三訂精神保健福祉法詳解」（2007年）380頁。
（18）　同389頁。
（19）　岐阜地判平成16年７月28日（LEX/DB文献番号28092383）。
（20）　日本総合病院精神医学会　教育・研究委員会編「身体拘束・隔離の指針」
（2007年）８頁。
（21）　実際の例として、村井則之・下谷惠美「新型インフルエンザパニックと東
京武蔵野病院におけるワクチン供給体制についての回顧」精神医学研究所業
績集46号（2009年）69頁以下参照。
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おわりに
本稿を準備しているときに、東日本大震災が起きた。新型インフルエン
ザの問題を検討してきた者にとっては、危機管理という面で、改めて考え
るところが多々あった。一番大きなことは、「想定」の問題である。2011
年３月11日に地震によって発生した津波は、想定を超えるものであった
とされている。そのために様々な地域で甚大な被害を招き、さらには、原
子力発電所の事故も発生した。万全な備え・対策が困難であるのは周知の
ことであり、過剰な対策が無駄であることも理解できるが、問題は「想
定」である。今後、地震や津波に関して、それまでの想定が間違っていた
のかどうかが検証され、それが今後の対策に生かされることになると思わ
れるが、当然のことながら、地震だけでなく、ほかの危機に対する対策に
ついても、参考にすべきであろう。たとえば、強毒性の鳥インフルエンザ
が人間に広がった場合の想定として、2005年の厚生労働省の試算では、
死者が約64万人とされているが
（22）
、約210万人という試算も存在する
（23）
。今回
の地震の津波や原子力発電所の事故を見れば、「想定外」のことを考えざ
るをえない。新型インフルエンザの行動計画についても、念のために、
「想定外の場合」の対応を付け加える必要があるのではなかろうか。
そのほかに、法的な問題の中で、これまでの経験がほとんど生かされて
いない例として、福島県の人々に対する風評被害を取り上げたい。東日本
大震災では、とくに放射能に関する風評被害としての人権侵害が問題と
なっており、原子力発電所の存在する福島県の住民が、様々な場面で、差
別という被害を受けている
（24）
。法務省も、2011年４月21日に、「放射線被ば
くについての風評被害等に関する緊急メッセージ」を出し、「根拠のない
思い込みや偏見で差別することは人権侵害につながります」として、国民
に注意を促した
（25）
。しかし、このようなことは、2009年の新型インフルエ
ンザ流行時にも問題となっているのであるから、我々は、正確な知識を伝
えることの重要性を改めて確認すべきであると同時に、2009年の経験が
まったく生かされていないという事態について、深く反省すべきであろう。
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また、政府の官房長官が、記者会見において、過剰な反応を避けること
を国民に要望した際に、「放射線についてはいわゆる感染症のようなかた
ちで、うつったりするものではないとの客観的な事実がある」と述べたこ
とについては、マスコミから正当な批判が加えられている。「かつて、ハ
ンセン病やエイズなど感染症対策の分野で、感染に対する社会的な不安や
恐怖の感情が、病と闘う当事者への強い偏見と差別を生み出し、合理的な
対策の遂行を困難にしてきた。その苦い経験を思い出してほしい」という
ことである
（26）
。
本稿で取り上げた閉鎖処遇の問題も、危機管理の一環として、さらに検
討を重ねる必要があろう。閉鎖処遇の対象者は、精神障害や犯罪行為とい
うことで既にハンディを負っている。彼らに対する手当てが、危機の際に
後回しになる可能性は存在すると思われる。しかしながら、彼らに対し
て、十分かつ適切な処遇ができるかどうかは、人権保障や社会福祉の点か
らみると、現代社会の到達点を維持できるかどうかの試金石となるであろ
う
（27）
。我々の人権感覚が問われるのは、人種差別などの大きな問題だけでな
く、感染症蔓延の際の弱者保護が実行されているどうかという点にあるこ
とに思いを致すべきである。繰り返し指摘していることであるが
（28）
、パンデ
ミック時の人権侵害の問題に関する関心は低いままである。今回のパンデ
ミック対策を振り返った企画が様々な雑誌で行われているが、その中に、
人権の問題はほとんど登場しないというのが実情である
（29）
。
人権と福祉については、その蓄積という点で、イギリスに学ぶところが
大いにあることは否定できない。本稿で見たように、精神科病院の患者や
刑事施設の被収容者の処遇に配慮し、その原則や具体的な方策を明らかに
して、国民に公開するというイギリスの手法には見習うべきものがあると
思われる。
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